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1. はじめに 

2026年、日本の人工知能（AI）戦略は大きな転換点を迎えています。特に、総務省
と経済産業省が共同で進める「AI事業者ガイドライン」の改訂（v1.2）は、生成 AI

のビジネス利用が「試験導入」から「本格運用」へと移行する中で、事業者および
利用者が遵守すべき新たな基準を示すものです。本レポートでは、2026年 3月末に
公開が予定されているこの最新ガイドラインが、特に生成 AIの利用者にどのような
影響を及ぼすのか、関連する法規制や国内外の動向を踏まえ、包括的に分析・解説
します。 
 

2. 日本の AI規制の全体像：三本柱による「促進重視」アプロ
ーチ 

日本の AIに対する姿勢は、厳格な罰則を伴う「ハードロー」中心の EUとは異な
り、イノベーションを阻害しない「ソフトロー」、すなわちガイドラインによる自
主規制を基本とする「アジャイルガバナンス」を特徴としています。このアプロー
チは、以下の三つの柱で構成されています。 
 

柱 名称 性質 現状 

法律 
AI推進法（人工知能関連技術の研究開発
及び活用の推進に関する法律） 

基本法（罰
則なし） 

2025年 9月 1日 全面施行
済み [1] 

国家計
画 

人工知能基本計画 閣議決定 
2025年 12月 23日 決定済
み [2] 



柱 名称 性質 現状 

ガイド
ライン 

AI事業者ガイドライン 
任意（ソフ
トロー） 

v1.1公開済み、v1.2は
2026年 3月末予定 [3] 

政府は「世界で最も AIを開発・活用しやすい国」を目指し、1兆円を超える投資計
画 [4] と並行して、これらの枠組みを通じて安全で信頼できる AI活用のための環境
整備を急速に進めています。罰則がないとはいえ、ガイドラインへの不準拠は、行
政指導や事業者名の公表といった社会的・経済的なリスクにつながる可能性があり
ます。 
 

3. AI事業者ガイドライン改訂（v1.2）の主要な変更点と利用者
への影響 

2026年 2月 16日に公表された更新内容（案） [3] によると、今回の改訂は生成 AI

利用者に直接的な影響を及ぼす重要な変更を多数含んでいます。 
 

3.1. AIエージェントとフィジカル AIの登場 

今回の改訂で最も注目すべきは、自律的にタスクを遂行する「AIエージェント」
と、物理世界で動作する「フィジカル AI」が初めて定義され、ガイドラインの対象
に加えられたことです [5]。 
 

AIエージェント: 特定の目標を達成するために、環境を感知し、自律的に行動す
る AIシステム。（例：自律的なメール返信、コード生成・実行） フィジカル
AI: センサーで物理世界のデータを取得し、AIで処理し、アクチュエーターで物
理的アクションを実行するシステム。（例：自動運転車、産業用ロボット） 

 

これにより、これらの先進的な AIを利用する事業者は、その便益だけでなく、自律
的な行動に伴う誤動作やプライバシー侵害といった新たなリスクへの対応が求めら
れます。 
 



3.2. 「Human-in-the-Loop（人間の介在）」の必須化 

AIエージェントやフィジカル AIの利用者に最も大きな影響を与えるのが、
「Human-in-the-Loop」の仕組みの構築が事実上必須となる点です [6]。これは、AI

が外部に影響を及ぼす重要な操作を行う前に、人間の判断を必ず介在させることを
求めるものです。 
 

利用者が遵守すべき 3つの要点: 

1 クリティカルな意思決定での人間の承認: 顧客への見積書送付や契約締結な
ど、重要なアクションの最終判断は人間が行う。 

2 最小権限の原則: AIエージェントに与えるシステムへのアクセス権限を、タ
スク遂行に必要な最小限に限定する。 

3 誤動作時のリスク対策: 誤動作が発生した場合の停止・復旧手順を事前に定
め、文書化しておく。 

 

この原則は「AIを使うな」という規制ではなく、「AIに任せる範囲と人間が確認す
る範囲を明確に設計せよ」という要請であり、AI活用の利便性と安全性を両立させ
るための重要な考え方となります。 
 

3.3. 「利用者」から「開発者」へ：責任範囲の拡大 

もう一つの重要な変更点は、「利用者」の責任範囲の拡大です。単に既存の AIサー
ビス（例：ChatGPT）を利用しているだけでも、以下のような行為を行う場合、
「開発者」としての責任を負う可能性が明示されました [6]。 
 

• 社内文書などの独自データを参照させて回答を生成させる（RAG：検索拡張
生成） 

• 既存の AIモデルを自社データで追加学習させる（ファインチューニング） 

• AIエージェントに独自のツールを接続して機能を拡張する 
 

これは、AIをカスタマイズして利用する多くの企業が、モデルの安全性や信頼性確
保に対して、より重い責任を負うことを意味します。 
 



4. 生成 AI利用者が今すぐ取り組むべきこと 

今回のガイドライン改訂は、AIを利用するすべての事業者、特に中小企業にとって
も無関係ではありません。むしろ、ガバナンス体制を「イノベーションの加速装
置」と捉え、積極的に対応することが競争優位につながります [7]。 
 

具体的なアクションプラン: 
 

4 自社の AI利用状況の棚卸し: まず、社内で利用している AIサービスをリス
トアップし、自社が「開発者」「提供者」「利用者」のどの立場に該当する
のかを整理します。 

5 リスク評価と対応策の検討: ハルシネーション（AIがもっともらしい嘘を生
成する現象）による誤情報のリスク、RAG利用時の機密情報・個人情報の漏
洩リスクなどを洗い出し、それぞれの対策（例：ファクトチェックの徹底、
アクセス権限の管理）を定めます。 

6 AI利用ポリシーの策定・更新: 上記を踏まえ、AIに入力してよいデータ／し
てはいけないデータの区分、AIの出力結果を検証するプロセス、インシデン
ト発生時の報告体制などを明記した社内ガイドラインを策定または更新しま
す。 

7 Human-in-the-Loopの設計: AIエージェントを導入している、または導入を
検討している場合は、「人間の判断」を組み込む具体的な業務フローを設計
します。 

8 継続的な情報収集: AI規制の動向は非常に速いため、総務省や経済産業省の
発表を定期的にチェックする体制を構築することが不可欠です。 

 

5. まとめと今後の展望 

2026年の AI事業者ガイドライン改訂は、日本の AIガバナンスが新たな段階に入っ
たことを示すものです。特に、AIエージェントの登場を背景とした「Human-in-the-

Loop」の徹底と、利用者の「開発者」としての責任拡大は、生成 AIを利用するす
べての企業にとって重要な意味を持ちます。 
 

これは単なる規制強化ではなく、AIがもたらすリスクを適切に管理し、その便益を
最大限に引き出すための「ガードレール」です。ガイドラインに準拠した体制を早



期に構築することは、顧客や取引先からの信頼を獲得し、より大胆で革新的な AI活
用を可能にする「アクセル」として機能するでしょう。 
 

2026年 3月末のガイドライン v1.2正式公開、そして夏に予定されている官民投資ロ
ードマップの策定など、日本の AI戦略は今後さらに具体化していきます。すべての
生成 AI利用者は、これらの動向を注視し、自社の AIとの向き合い方を常に見直し
ていく必要があります。 
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